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 バングラデシュ経済は、近年、実質 GDP成長率が前年比平均＋6％強と堅調な成長を

続けており、2021 年には国連が後発開発途上国（LDC）リストからの「卒業」を決定し

た。総じて安定した政治情勢に加えて、豊富で安価な労働力や国内市場の成長性への期

待などからサプライチェーン多元化の候補先の一つとしても関心が高まりつつある。 

本稿では、同国における足元の経済概況や投資動向などを概観したうえで、LDC 卒

業後の持続的成長に向けた課題について整理したい。 

 

1. 経済概況 

（1）成長率 

バングラデシュは、人口約 1億 6,630 万人（2021年時点）と、アジアでは中国、イン

ド、インドネシアに次ぐ第 4位、世界全体では第 8位の人口大国である（第 1表）。2009

年に発足したハシナ首相率いるアワミ連盟政権1は、高い支持率を支えに総じて安定し

た政策運営を行っている。独立後 50年に当たる 2021 年までの中所得国入りを目指す包

括的政策「Vision 2021」を掲げ、インフラ強化、産業多角化、投資促進といった諸政策

 
1 与党アワミ連盟は、親インド・中道左派。野党バ ングラデシュ民族主義者党は 1978年にクーデターで実権を握

った故ジアウル・ラフマン氏率いる軍部が民政移管の総選挙実施に際し結成した政党（親パキスタン・中道右派）。 
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を推進してきた。2018年には国連の後発開発途上国（LDC）リストからの「卒業」に必

要な 1人当たり GNI など 3つの基準2を全て満たし、2021年 11月の国連総会で LDC卒

業の決議案が採択された3。今後、所定のプロセスを経て 2026 年 11月に LDCを卒業す

る予定となっている。 

バングラデシュ経済は、コロナ禍前 10 年間の実質 GDP 成長率が前年比平均＋6.6％

と堅調な成長を続け、2019 年度（2019 年 7月～2020 年 6月）についてはコロナ禍の影

響で同＋3.5％と 1991年以来の低い水準へ鈍化したものの、アジアの中では中国、ベト

ナムを上回るプラスの伸びとなった（第 1表、第 1 図）。目先、資源高や主要輸出先国・

地域の景気減速に伴う下振れリスクには留意する必要があるものの、長い目でみれば同

平均＋6％強の成長が見込まれている。 

 

第 1表: アジア主要国の基礎経済データ 第 1図: 実質 GDP成長率の推移 

  

 

（2）輸出、国際収支 

経済の柱は、縫製品輸出の増加と海外労働者送金の流入による内需の拡大である。縫

製品は輸出の約 8 割を占める主力産業であり、安価な労働コストや LDC 特恵関税を追

い風に順調な拡大が続いている（第 2図）。2019年度（2019年 7月～2020 年 6 月）は、

コロナ禍に伴う主要輸出先である欧米諸国の需要低迷や工場閉鎖の影響などで低迷し

たものの、その後は需要回復を支えに急回復をみせた。 

 
2 国連開発計画委員会（CDP）が定める LDC認定条件は、①1人当たり GNI（3年間平均 1,025 ドル以下）、②人

的資源開発指標（60以下）、③経済的脆弱性指標（36以上）の 3つ。 
3 国連総会は 2021年 11月、バングラデシュのほか、ラオス、ネパールの 3 ヵ国について、LDC卒業の決議案を

採択。通常、卒業の決議案の採択後、3年の移行期間が設定されるが、コロナ禍からの回復期間を考慮し、例外的

に移行期間が 5年に延長された。なお、貿易特恵事項の適用期限については交渉中（バングラデシュ政府は

2030年までの適用を要請）とみられる。 

2010-19

年平均
2020年 2021年

2022-27

年平均

（予測値）

バングラデシュ 166.7 2,498 6.6 3.5 6.9 6.7

インド 1,393.4 2,280 6.9 ▲ 6.6 8.7 6.5

インドネシア 272.2 4,361 5.4 ▲ 2.1 3.7 5.2

マレーシア 32.7 11,408 5.4 ▲ 5.5 3.1 4.6

タイ 70.0 7,232 3.6 ▲ 6.2 1.5 3.3

フィリピン 110.2 3,576 6.4 ▲ 9.5 5.7 5.9

ベトナム 98.5 3,718 6.5 2.9 2.6 6.7

カンボジア 15.8 1,662 7.0 ▲ 3.1 3.0 6.2

ラオス 7.4 2,513 7.2 ▲ 0.4 2.1 3.6

ミャンマー 53.6 1,217 6.6 3.2 ▲ 17.9 3.1

中国 1,412.6 12,562 7.7 2.2 8.1 4.3

（注） 人口および1人当たりGDPは2021年時点。

（資料）IMF統計より国際通貨研究所作成
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もっとも、輸出を上回る輸入の拡大を背景に貿易収支および経常収支は赤字基調とな

っており、これを海外労働者による郷里送金（第二次所得収支）で補う格好となってい

る（第 3 図、第 4 図）。2020 年度の海外労働者送金額は 253 億ドル（前年比＋35％）へ

大幅に増加した。なお、海外労働者送金は名目 GDP 比約 5％に相当し、経常収支および

家計消費の重要な支えとなっているが、認可されていない送金業者を通じた違法な送金

も少なくないとみられる。このため政府は 2019 年 8 月、正規ルートでの送金を促すた

め、郷里送金に対するインセンティブ4を導入し、送金額の押し上げにつながった。その

後は、資源高に伴う輸入急増や郷里送金の減少などを背景に経常赤字が拡大した。 

他方、金融収支は直接投資に加えて、国際支援を中心とする「その他投資」により流

入超を確保する格好となっている（第 5 図）。国際支援について、日本は 2012 年以降、

バングラデシュにとって最大の政府開発援助（ODA）供与国となっている。2014 年の

日・バングラデシュ首脳会談において、5 年間で最大 6,000 億円の支援をコミットし、

中所得国化に向けインフラプロジェクトを中心に支援を拡大、2020 年の支援額は約 20

億ドルと単年ではインドを抜いて最大の ODA供与先となった。 

中国も、「一帯一路」構想におけるバングラデシュの地政学的な重要性を踏まえ、近

年、支援を強化している。2016年に中国が主導するアジアインフラ投資銀行（AIIB）が

アジア開発銀行（ADB）と共同でバングラデシュの天然ガスインフラ設備拡充に 6,000

万ドルの融資を行ったほか、2018年には AIIBがバングラデシュの電力・エネルギー関

連プロジェクト 3件に対する総額 2.85億ドルの融資を承認した。 

外貨準備高は、バングラデシュ中央銀行の為替介入（ドル買い・タカ売り）5に加えて、

国際支援などを背景に 2021 年 8 月のピーク時には 480 億ドル（輸入比 7 ヵ月分）まで

増加したが、その後は輸入の増加や通貨安圧力の緩和のためのドル売り為替介入などに

より、2022 年 8 月末には 389 億ドル（同 5 ヵ月強分）まで減少した6。政府は、輸入を

抑制し外貨準備高の水準を維持するため、輸入時の信用状（L／C）開設に関して、段階

的に適用対象の拡大や保証金率の引き上げなどを実施したほか、為替相場の変動（通貨

安）を容認する姿勢に転じた。また 11月 9日には、IMFとの間で総額 45億ドル（期間

42 ヵ月）の支援パッケージに関する実務者レベルの暫定合意に達した7。「拡大クレジッ

 
4 インセンティブは、政府が送金額の一定割合に相当する現金を送金受取人に付与するもの。2022年 1月には、

インセンティブの引き上げ（従来の 2％に 0.5％上乗せし、2.5％相当を付与）を発表した。 
5 バングラデシュは公式には変動相場制を採用するものの、中央銀行は、国際支援や海外労働者による郷里送金

といった資本流入に伴う通貨高圧力に対して、ドル買い・タカ売りの為替介入を通じ為替相場の安定を図ってきた。 
6 IMFはバングラデシュの外貨準備の適正水準の目安について、国際金融市場へのアクセスや低所得国向けの

拡大クレジット・ファシリティ（ECF）における想定コストを基に、輸入比 4.4 ヵ月～5.7 ヵ月としている（IMF[2022]）。 
7 https://www.imf.org/en/News/Articles/2022/11/08/pr22375-bangladesh 
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トファシリティ（ECF）」および「拡大信用供与措置（EFF）」に基づく約 32 億ドルと、

「強靭性・持続可能性トラスト（RST）」8に基づく約 13 億ドルの支援で構成されてお

り、ウクライナ危機後の経常赤字の拡大や外貨準備の減少、インフレ高進といった困難

に直面する中でも、経済・社会の安定を維持し、LDC卒業に向けた経済・金融構造改革

を着実に進めるための予防的支援と位置付けられている。なお、2021 年末時点のバン

グラデシュの対外債務残高（GDP比 19.8％）や政府債務残高（同 41.4％）などに鑑み、

対外支払い能力上の懸念は総じて小さいとみられる。9 月末時点の外貨準備高が 18 億

ドル（輸入比約 1 ヵ月分）まで減少し債務危機に直面したスリランカや CDS スプレッ

ドが 2,000bps 超に達し債務返済能力が不安視されるパキスタンなどとは状況が異なる。 

 

第 2図：輸出の推移 第 3図: 貿易収支の推移 

  

 

第 4図: 経常収支の推移 第 5図: 金融収支の推移 

  

 
8 「強靭性・持続可能性トラスト（RST）」は IMFが 2022年 5月に新設した支援の枠組み。支援の目的は、低所得

国や脆弱な中所得国における外的ショックに対する強靭性の構築と、持続可能な成長および国際収支の安定。 
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2. 直接投資の動向と投資環境 

（1）直接投資の動向 

対内直接投資は堅調な拡大が続いている。2020 年はコロナ禍の影響で 25.6 億ドル（前

年比▲10.8％）と伸び悩んだものの、2021 年は 29 億ドル（同＋12.9％）へ持ち直した

（第 6図、第 7図）。業種別では、電力や石油ガス、通信といったインフラ関連のほか、

縫製業、金融などが中心となっている。国別累計投資額（2006 年～2021 年）では、米

国（20.1％）、シンガポール（15.5％）、中国（7.6％）の順となっている。 

 

第 6図:対内直接投資（ネット、フロー）の推移 第 7図: 業種別にみた対内直接投資額の推移 

  

 

（2）投資環境 

バングラデシュにおけるビジネス上のメリットとしては、豊富で安価な労働力や国内

市場の成長性への期待などが挙げられる。製造業ワーカークラスの賃金は月額 105ドル

（2021 年時点）とラオスやミャンマーを下回り、主要アジア諸国の中では最低水準に

あるほか（第 2 表）、生産年齢人口（15 歳～64 歳）が 2040 年代にかけて増加が見込ま

れることなどから、製造拠点として有望視される。また、アジア主要国におけるコロナ

禍での厳しい操業規制や移動制限措置などに伴う生産停滞を受けて、サプライチェーン

多元化の候補先としても関心が高まりつつある。2021 年の現地進出日系企業に対する

アンケート調査9によると、今後 1～2年の事業展開の方向性について、バングラデシュ

での事業を拡大すると回答した企業の割合は 68％と、主要アジア諸国の中ではインド

（70％）に次ぐ 2位となった。 

 

 
9 JETRO [2021] 
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他方、電力不足や慢性的な交通渋滞、工業団地の不足といった脆弱なインフラが長年

の課題として指摘されている。世界銀行の「ビジネス環境ランキング 2020」10において

バングラデシュの総合順位は 190 ヵ国・地域中 168 位とカンボジア（144 位）、ラオス

（154位）、ミャンマー（165位）を下回り（第 2表）、対内直接投資を対 GDP比でみる

と 1％程度と近隣アジア諸国に比べて低水準にとどまっている（前掲第 6 図）。特に電

力分野については、高成長に伴う需要の拡大に供給が追いつかず、送電網の未整備や設

備の老朽化等により慢性的な電力不足が続いており、企業は自家発電設備の導入による

対応を余儀なくされている。また、前述のアンケート調査11では、同国における経営上

の問題点として、従業員の質や通関手続き（手続きに時間がかかる、諸手続きが煩雑）、

対外送金に関わる規制などが多く指摘されており、ハード・ソフト両面でのインフラ整

備に加えて、人材育成も求められる。 

政府は、国際支援および外資を活用しながらインフラの整備や経済特区（SEZ）の開

発を進めている。2019年 10月には、バングラデシュ経済特区庁（Bangladesh Economic 

Zone Authority: BEZA）内に SEZへの投資に関する許認可手続きを 1ヵ所で行うことが

できるワンストップサービスセンターが開設された。また、日本の ODAによる支援の

もと、日本企業と BEZAの合弁会社により開発が進められている「バングラデシュ経済

特別区」が 2022 年度中に稼働予定となっていることもあり、今後の投資拡大に弾みと

なることが期待されている。 

 

第 2表: アジア主要国の投資環境比較 

 

 
10 World Bank [2019] 
11 JETRO [2021] 

賃金

（月額、ドル）

事業のし易さ

ランキング（位）

発電設備容量

（100万kW）

道路密度

（km／㎢）

舗装率

（％）

（2021年8月） （2020年） （2013年） （2020年） （2019年） （2018年） （2017年）

バングラデシュ 105 168 61.5 96.2 18.3 3.0 36.7

インド 316 63 82.0 99.0 442.3 2.1 63.2

インドネシア 316 73 96.9 96.9 66.8 0.3 59.5

マレーシア 492 12 99.6 100.0 34.2 0.8 75.7

フィリピン 269 95 87.5 96.8 26.2 0.1 94.5

タイ 433 21 99.4 100.0 45.3 1.4 61.8

ベトナム 265 70 98.6 100.0 55.2 1.3 70.9

カンボジア 215 144 57.6 86.4 2.4 0.4 17.4

ラオス 145 154 79.6 100.0 8.0 0.3 15.5

ミャンマー 164 165 56.3 70.4 7.1 0.1 67.1

中国 651 31 100.0 100.0 2,064.7 0.5 79.5

（注）『賃金』は基本給（諸手当を除いた給与）、製造業・作業員の場合。

（資料）JETRO、世界銀行、国連、国際道路連盟（IRF）統計より国際通貨研究所作成

電化率

（％）
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3. 今後の展望と課題 

バングラデシュ経済は、主力の縫製品輸出や海外労働者送金の拡大などを支えに、当

面、底堅い成長を維持するとみられる。これまで豊富な人口にも関わらず「貧困」とい

うネガティブなイメージが強かったが、所得水準の上昇やマイクロファイナンスを含む

農村部への金融システムの浸透、携帯電話の急速な普及などを通じて貧困率は低下傾向

がみられ、消費市場としての魅力も増しつつある。ただし、目先は資源高に伴う国際収

支や財政バランスの悪化、主要輸出先国・地域の景気減速に伴う輸出の減少や郷里送金

の伸び悩みなどを通じた下振れリスクには留意する必要があろう。 

長い目でみれば、縫製業中心の製造業といった特定分野に依存した経済構造の多角化

と、LDC卒業後を見据えた産業・通商政策の構築が課題と言える。「Vision 2021」に続

く 2041 年までの包括的政策「Vision 2041」12では、2031 年までの上位中所得国、2041

年までの先進国入りを目標として掲げている。貧困撲滅やインフラ整備、都市開発を進

めるとともに、縫製品以外の労働集約的産業の育成やデジタル技術の活用などにより産

業構造の多角化・高度化を図る内容となっている。政府は、国際支援および外資を活用

しながらインフラ開発を進めているほか、特恵貿易協定（PTA）や自由貿易協定（FTA）

などを通じた貿易関係の多角化や経済協力関係の強化を目指している。2020 年 6 月に

同国初となる二国間の PTA をブータンと締結したほか、同年 7 月には中国との間で特

恵税率の適用が始まり、中国向け輸出品の約 97％が無税となった。シンガポールやイ

ンドネシアとの間でも協定の締結を模索しているとみられる。2022 年 6 月には商務省

が「地域貿易協定締結に向けた政策（Regional Trade Agreement (RTA) Policy,2022）」13を

公表、RTA締結国の選定については地理的近接性や外交関係、重要な貿易相手国を優先

せる方針などが示されており、主要輸出先である欧米諸国との協定締結やアジアにおけ

るサプライチェーンへの参加が鍵となろう。 
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